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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第26期
第１四半期
連結累計期間

第27期
第１四半期
連結累計期間

第26期

会計期間
自 平成27年６月21日
至 平成27年９月20日

自 平成28年６月21日
至 平成28年９月20日

自 平成27年６月21日
至 平成28年６月20日

売上高 (千円) 18,031,552 20,706,141 73,495,982

経常利益 (千円) 670,905 1,117,837 2,883,328

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 437,577 759,206 1,901,352

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 436,876 751,745 1,894,783

純資産額 (千円) 11,225,033 13,243,959 12,583,551

総資産額 (千円) 38,811,953 46,395,542 44,681,997

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 62.18 107.67 269.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 62.07 ― ―

自己資本比率 (％) 28.9 28.5 28.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．前連結会計年度における「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

４．当第１四半期連結累計期間における「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

ゲンキー株式会社(E03410)

四半期報告書

 2/20



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成28年６月21日～平成28年９月20日）におけるわが国経済は、企業収益の改善が

進み、雇用・所得環境は緩やかな回復基調にあるものの、中国をはじめ新興国や資源国等の景気の下振れに加え、

英国のＥＵ離脱問題の影響が懸念されるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。

当社グループを取り巻く経営環境につきましても、同業他社による積極的な出店やネット販売の拡大に加え、

Ｍ＆Ａ等の業界再編の動きが見られるなど、依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは、「近所で生活費が節約できるお店」をコンセプトに、地域シェアを高め

るためドミナントエリア構築に邁進いたしました。また、異業種を交えた価格競争が激化する中、従来のメガド

ラッグストアを進化させたNew300坪タイプのディスカウントドラッグをレギュラー店と位置づけ、ＥＤＬＣ（エブ

リデイローコスト）及びＥＤＬＰ（エブリデイロープライス）の追求に尽力いたしました。

当第１四半期連結累計期間における新規出退店につきましては、New300坪タイプの店舗を岐阜県に９店舗、愛知

県に１店舗、石川県に２店舗出店し、従来のメガドラッグストアを１店舗閉店いたしました。これにより、当第１

四半期連結会計期間末における店舗数は、売場面積300坪超の大型店82店舗、300坪タイプ74店舗、小型店５店舗の

合計161店舗となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は207億６百万円と前第１四半期連結累計期間に比べ26億74

百万円(14.8％)増加いたしました。利益に関しましては、経常利益11億17百万円と前第１四半期連結累計期間に比

べ４億46百万円(66.6％)の増加、親会社株主に帰属する四半期純利益は７億59百万円と前第１四半期連結累計期間

に比べ３億21百万円(73.5％)の増加となりました。

次に、当第１四半期連結累計期間における業態別の売上高を見ますと、「大型店」140億13百万円、「300坪タイ

プ」59億30百万円、「小型店」２億１百万円、「その他」５億61百万円となりました。また、商品別の内訳では、

「食品」114億33百万円、「雑貨」34億13百万円、「化粧品」29億98百万円、「医薬品」24億18百万円、「その他」

４億42百万円となりました。

 

(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ17億13百万円増加し、463億95百万円と

なりました。これは主に、現金及び預金が４億29百万円、商品が５億24百万円、有形固定資産が９億31百万円増加

した一方、流動資産その他が２億85百万円減少したことによるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ10億53百万円増加し、331億51百万円となりました。これは主に、買掛金が

４億85百万円、１年内返済予定の長期借入金が３億92百万円、賞与引当金が１億33百万円、長期借入金が９億21百

万円増加した一方、未払法人税等が４億13百万円、流動負債その他が６億30百万円減少したことによるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ６億60百万円増加し、132億43百万円となりました。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月20日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年10月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,051,600 7,051,600
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 7,051,600 7,051,600 ― ―
 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 
　　　第三者割当による行使価額修正条項付第６回及至第８回新株予約権

決議年月日 平成28年８月17日

新株予約権の数（個）

7,000個（注）１
第６回新株予約権2,000個
第７回新株予約権2,000個
第８回新株予約権3,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）

700,000株（注）１
第６回新株予約権200,000株
第７回新株予約権200,000株
第８回新株予約権300,000株

新株予約権の行使時の払込金額（円）

当初行使価額
第６回新株予約権7,000 円
第７回新株予約権7,000 円
第８回新株予約権7,000 円
上限行使価額はありません。
下限行使価額は第６回新株予約権2,454 円、第７回新株
予約権2,804円、第８回新株予約権3,155 円であります。
（注）２、３

新株予約権の行使期間 平成28年９月６日から平成30年９月５日

新株予約権の行使により株式を発行する場合における株
式の発行価格及び資本組入額

（注）４

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使はできないものとする。
（注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
割当先は、当社の取締役会の承認がない限り、割当を受
けた本新株予約権を当社以外の第三者に譲渡することは
できません。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６
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（注）１.本新株予約権の目的である株式の数の調整

（1）当社が下記３．の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整さ

　　 れるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　 調整前割当株式数 × 調整前行使価額

　　　　  調整後割当株式数 ＝ ───────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   調整後行使価額

 

　　 上記算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、下記３．記載の調整前行使価額及び調整後

　　 行使価額とする。

（2）上記（1）の調整は調整後割当株式数を適用する日において未行使の本新株予約権に係る割当株式数に

　　 ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

（3）調整後割当株式数を適用する日は、当該調整事由にかかる下記３．（2）及び（4）による行使価額の

　　 調整に関し、各記載に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

（4）割当株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前割当

　　 株式数、調整後割当株式数及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権の新株予約権者（以下

　　 「本新株予約権者」という。）に通知する。但し、下記３．（2）⑦に定める場合その他適用の日の前

    日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

　　２.行使価額の修正

（1）当社は平成28年９月６日以降、当社取締役会の決議により行使価額を修正することができる。行使価

　　 額の修正を決議した場合、当社は本新株予約権者に直ちに行使価額を修正する旨の通知（以下「行使

　　 価額修正通知」という。）をするものとし、行使価額修正通知が行われた日（以下「通知日」とい

　　 う。）の翌営業日に、行使価額は、通知日（通知日が取引日でない場合には直前取引日）の株式会社

　　 東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値（気配

　　 表示を含む。）の90％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げ

　　 る。以下「修正後行使価額」という。）に修正される。

（2）修正後行使価額の算出において、通知日（通知日が取引日でない場合には直前取引日）に下記３．で

　　 定める行使価額の調整事由が生じた場合には、通知日の東京証券取引所における当社普通株式の普通

　　 取引の終値は当該事由を勘案して調整されるものとする。

（3）上記（1）及び（2）による算出の結果得られた金額が下限行使価額を下回ることとなる場合には、修

    正後行使価額は下限行使価額とする。

（4）以下に該当する場合には当社は行使価額修正通知を行うことができない。

　　 ①金融商品取引法、関連諸法令及び諸規則並びに東京証券取引所の規則に基づく開示（以下「開示」

      という。）がなされた書類（有価証券報告書、四半期報告書、臨時報告書、これらの訂正報告書、

      プレスリリースを含むがこれらに限られない。）に記載されているものを除き、開示されている当

      社の直近の監査済連結財務諸表にかかる営業年度の期末日以降、当社及びその企業集団（連結財務

      諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第４条第１項第１号に定める企業集団をいう。）の財

　　　 政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に重大な悪影響をもたらす事態が発生している場

      合

　　 ②当社にかかる業務等に関する重要事実等（金融商品取引法第166条第２項所定の重要事実及び同法第

      167条第２項所定の事実をいう。）で公表（金融商品取引法施行令第30条に基づきなされる公表措置

      をいう。）がなされていないものがある場合

　　 ③同時に発行するゲンキー株式会社第６回新株予約権、ゲンキー株式会社第７回新株予約権及びゲン

　　　 キー株式会社第８回新株予約権のいずれかに関し発せられた前回の行使価額修正通知を行ってから

      ２か月が経過していない場合

　　３.行使価額の調整

（1）当社は、本新株予約権の発行後、下記（2）に掲げる各事由により当社普通株式の発行済株式総数に変

    更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」と

    いう。）をもって行使価額を調整する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      

 
    既発行普

通株式数＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
              時価

    既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数
 

 

　　　　 「既発行普通株式数」は、当社普通株式の株主（以下「当社普通株主」という。）に割当てを受ける

　　 権利を与えるための基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合

　　 は、調整後行使価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式総数から調整後行使

　　 価額を適用する日における当社の保有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前に下記 

    （2）及至（4）に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付されていない

　　 当社普通株式の株式数を加えた数とする。なお、当社普通株式の株式分割が行われる場合には、行使

    価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の保有する当社普通株式にかかり増加

    した当社普通株式数を含まないものとする。
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（2）行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額を適用す

　　 る日については、次に定めるところによる。

　　　　 ①行使価額調整式で使用する時価（下記（3）②に定義する。下記（4）③を除き、以下「時価」とい

      う。）を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（但し、当社の発行した取得条項付

      株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

　　　 む。）の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約

　　　 権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利の転換、交換若しくは行使による場

　　　 合を除く。）

　　　 調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日と

　　　 する。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

　　　 場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

　　 ②当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする場合

　　　 調整後行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当

　　　 ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。但し、当社普通株式の無償割当てについて、当社普

　　　 通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

　　　 る。

　　 ③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付す

　　　 る定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は時価を下回る対価をもって

　　　 当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他

　　　 の証券若しくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）

　　　 調整後行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

　　　 を含む。）その他の証券又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で

　　　 転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出

　　　 するものとし、払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当

　　　 日）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。但し、当社普通株主に割当てを受

　　　 ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

　　　 上記にかかわらず、転換、交換又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株

　　　 式等が発行された時点で確定していない場合は、調整後行使価額は、当該対価の確定時点で発行さ

　　　 れている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行使され当社普

　　　 通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定

　　　 した日の翌日以降これを適用する。

　　 ④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

　　　 む。）の取得と引換えに時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する場合

      調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

　　　 上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

　　　 ものを含む。）に関して当該調整前に上記③又は下記⑤による行使価額の調整が行われている場合

　　　 には、(ⅰ)上記交付が行われた後の完全希薄化後普通株式数（下記（3）③に定義する。）が、上

　　　 記交付の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、調整後行使価額は、超過する株式数を行使

　　　 価額調整式の「交付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)

　　　 上記交付の直前の既発行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものとする。

　　 ⑤取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（本⑤において「取得価額

　　　 等」という。）の下方修正その他これに類する取得価額等の下方への変更（上記（2）乃至（4）

　　　 と類似の希薄化防止条項に基づく取得価額等の調整を除く。以下「下方修正等」という。）が行わ

　　　 れ、当該下方修正等後の取得価額等が、当該下方修正等が行われる日（以下「取得価額等修正日」

　　　 という。）における時価を下回る価額になる場合

　　　 (ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、上記③による行使価額の調整が取得価額等修正日前に行われ

　　　　　 ていない場合、調整後行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが

　　　　　 当該下方修正等後の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなして

　　　　　 上記③の規定を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを適用する。

　　　 (ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、上記③又は上記⑤(ⅰ)による行使価額の調整が取得価額等修

　　　　　 正日前に行われている場合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の全てが当該

　　　　　 下方修正等後の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたとき

　　　　　 の完全希薄化後普通株式数が、当該下方修正等が行われなかった場合の既発行普通株式数を超

     　　 えるときには、調整後行使価額は、当該超過株式数を行使価額調整式の「交付普通株式数」と

　　　　　 みなして、行使価額調整式を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降これを

          適用する。

⑥上記③乃至⑤における対価とは、当該株式又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の発行に際して払込みがなされた額（上記③における新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）か

ら、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他の財産の

価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される当社普通株式の数で除した金額をい

う。
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⑦上記（2）①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

が設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機

関の承認を条件としているときには、上記（2）①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当該

承認があった日の翌日以降これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使

した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。

 

株式数 ＝
(調整前行使価額－調整後行使価額)×

調整前行使価額により
当該期間内に交付された株式数

                           調整後行使価額
 

 

 この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

（3）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て

る。

②時価は、調整後行使価額を適用する日（但し、上記（2）⑦の場合は基準日）に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値

のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算については、円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を切り捨てる。

③「完全希薄化後普通株式数」は、調整後行使価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社

の発行済普通株式総数から、調整後行使価額を適用する日における当社の保有する当社普通株式数

を控除し、当該行使価額の調整前に、上記（2）乃至下記（4）に基づき「交付普通株式数」とみな

された当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の株式数を加えたものとする（当該

行使価額の調整において上記（2）乃至（4）に基づき「交付普通株式数」とみなされることとなる

当社普通株式数を含む。）。

④上記（2）①乃至⑤に定める証券又は権利に類似した証券又は権利が交付された場合における調整

後行使価額は、上記（2）の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は権利についての規

定を準用して算出するものとする。

（4）上記（2）で定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要

な行使価額の調整を行う。

①株式の併合、資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社

の権利義務の全部若しくは一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発

行済株式の全部の取得のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（5）上記（2）及び（4）にかかわらず、上記（2）及び（4）に基づく調整後行使価額を適用する日が上記

２.に基づく行使価額を修正する日と一致する場合には、上記（2）及び（4）に基づく行使価額の調

整は行わないものとする。但し、この場合においても、下限行使価額については、かかる調整を行

うものとする。

（6）上記（1）乃至（5）により行使価額の調整を行うとき（下限行使価額が調整されるときを含む。）

は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及び

その適用の日その他必要な事項を本新株予約権者に通知する。但し、上記（2）⑦に定める場合その

他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを

行う。また、上記（5）の規定が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についての

み行う。

　 ４.新株予約権の行使により株式を発行する場合における株式の発行価格及び資本組入額

（1）本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、当該行使請求に係る各新株予約

権の行使に際して出資される財産の価額の総額に、当該行使請求に係る各新株予約権の払込金額の

総額を加えた額を、当該行使請求に係る交付株式数で除した額とする。

（2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め

るところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端

数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加

限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

　 ５.覚書に基づく行使禁止について

当社は、割当先との間で、金融商品取引法に基づく本新株予約権の募集に係る届出の効力発生後に、本新

株予約権買取契約を締結するとともに、下記概要の覚書を締結した。

当社は、取締役会決議により、割当先に対し、以下の場合を除いて、いつでも本新株予約権の行使を禁止

する旨の通知(以下「行使禁止通知」という。)を行うことができる。

・行使禁止通知が行われる日の前営業日(当該日に当社普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。)が

ない場合には直近の終値(気配表示を含む。)のある日)の当社普通株式の普通取引の終値(気配表示を含

む。)が、当初行使価額の7,000円を上回る場合　

・開示がなされた書類(有価証券報告書、四半期報告書、臨時報告書、これらの訂正報告書、プレスリ

リースを含むがこれらに限られない。)に記載されているものを除き、開示されている当社の直近の監
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査済連結財務諸表にかかる営業年度の期末日以降、当社及びその企業集団の財政状態、経営成績又は

キャッシュ・フローの状況に重大な悪影響をもたらす事態が発生している場合　

・当社にかかる業務等に関する重要事実等で公表がなされていないものがある場合　

行使禁止通知において、当社は割当先に本新株予約権について権利行使を禁止する期間(以下「行使禁止

期間」という。)を指定する。当社が行使禁止通知を行った場合には、割当先は、行使禁止期間において

本新株予約権を行使することができない。ただし、行使禁止期間中に東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の終値(気配表示を含む。)が当初行使価額の7,000円を上回った場合には、当該日の翌営業

日以降、行使禁止期間は終了し、割当先は本新株予約権を行使することができる。

なお、いずれの行使禁止期間の開始日も、平成28年９月６日以降の日とし、いずれの行使禁止期間の終了

日も、平成30年８月５日以前の日とする。

　 ６.組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社は、当社が組織再編行為を行う場合（但し、承継会社等（以下に定義する。）の普通株式が当社の株

主に交付される場合に限る。）、当該組織再編行為の効力発生の直前において残存する本新株予約権の新

株予約権者に対し、下記（1）乃至（7）に定める内容の承継会社等の新株予約権（以下「承継新株予約

権」という。）を交付するものとする。この場合、当該組織再編行為の効力発生日において、本新株予約

権は消滅し、本新株予約権者は承継新株予約権の新株予約権者となる。

「承継会社等」とは、会社法第236条第１項第８号イ、ニ及びホに掲げる株式会社であって、当該組織再

編行為の効力発生日において日本の上場会社であるものであるか当該組織再編行為の効力発生日において

日本の上場会社であることが予想されるものをいう。

（1）承継新株予約権の数

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条

件等を勘案の上、本新株予約権の発行要項を参照して決定する数とする。

（2）承継新株予約権の目的である株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

（3）承継新株予約権の目的である株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の発行要項を参照して決定する数とする。

（4）承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られるのと

同等の経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権を行使したときに受領で

きるように、組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の発行要項を参照して決定する価額

に、交付する承継新株予約権１個当たりの目的である承継会社等の株式の数を乗じた額とするが、

計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。

（5）承継新株予約権を行使することができる期間

組織再編行為の効力発生日から本新株予約権の行使期間の末日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記４．の規定に準じて決定する。

（7）その他各承継新株予約権の行使の条件

各新株予約権の一部行使はできないものとする。

　 ７.自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

（1）当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合には、平成28年９月６日以降、会

社法第273条及び第274条の規定に従って、取得日の２週間前までに通知をしたうえで、当社取締役

会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり第６回は2,290円、第７回は2,079円、第８回は1,897

円にて、残存する本新株予約権の全部を取得することができる。

（2）当社は、当社が消滅会社となる合併契約又は当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約若しく

は株式移転計画が当社の株主総会（株主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認された場

合において、上記６に従い承継会社等（上記６に定義する。）の新株予約権が交付されない場合に

は、当該組織再編行為の効力発生日以前に、会社法第273条及び第274条の規定に従って、取得日の

２週間前までに通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり第６

回は2,290円、第７回は2,079円、第８回は1,897円にて、残存する本新株予約権の全部を取得する。

　 ８.当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

（1）本新株予約権の目的となる株式の総数は第６回が200,000株、第７回が200,000株、第８回が300,000

株、割当株式数は100株で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額が修正されても変化し

ない。なお、行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達額は増加又は減少する。

（2）本新株予約権の行使価額の修正基準：（注）２.（1）を参照。

（3）行使価額の修正頻度：当社取締役会における行使価額の修正の決議のたびに修正される。

（4）行使価額の下限：新株予約権の行使時の払込金額（円）の欄を参照。

（5）割当株式数の上限：本新株予約権の目的となる株式の総数は第６回が200,000株、第７回が200,000

株、第８回が300,000株、割当株式数は100株で確定している。

（6）本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(下限行使価額にて本新株予約権がすべて行

使された場合の資金調達額)：第６回495,380,000円、第７回564,958,000円、第８回952,191,000円

(但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

（7）本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部の取得を可能とする条項が設けられてい

る。
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　 ９.本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当先との間の取決め内容

当社は、割当先との間で、本新株予約権買取契約において、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第

434条第１項及び同施行規則第436条第１項乃至第５項の定め並びに日本証券業協会の定める「第三者割当

増資等の取扱いに関する規則」に従い、ＭＳＣＢ等の買受人による転換又は行使を制限するよう措置を講

じるため、所定の適用除外の場合を除き、本新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月において当該

行使により取得することとなる株式数が平成28年９月５日における当社上場株式数の10％を超えることと

なる場合の、当該10％を超える部分に係る新株予約権の行使(以下「制限超過行使」という。)を割当先に

行わせないことを合意した。また、割当先は、上記所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使を行わな

いことに同意し、本新株予約権の行使に当たっては、あらかじめ、当該行使が制限超過行使に該当しない

かについて当社に確認することを合意した。割当先は、本新株予約権を譲渡する場合には、あらかじめ譲

渡先となる者に対して、当社との間で制限超過行使の内容を約束させ、また、譲渡先となる者がさらに第

三者に譲渡する場合にも当社に対して同様の内容を約束させるものとする。

当社は、割当先との間で、本新株予約権買取契約の締結日以降、平成29年３月３日までの間、本新株予約

権が存する限り、割当先の事前の書面による承諾なくして、当社の普通株式若しくはその他の株式、又は

普通株式若しくはその他の株式に転換若しくは交換可能であるか若しくはこれらを受領する権利を有する

一切の有価証券の発行、募集、販売、販売の委託、買取オプションの付与等を以下の場合を除き行わない

旨を合意した。

① 発行済普通株式の全株式について、株式分割を行う場合。

② ストックオプションプランに基づき、当社の株式を買取る、取得する若しくは引き受ける権利を付与

する場合又は当該権利の行使若しくは当社の普通株式に転換される若しくは転換できる証券の転換に

より普通株式を発行若しくは処分する場合。

③ 本新株予約権と同時に本新株予約権以外の新株予約権を発行する場合及び当該新株予約権の行使によ

り普通株式を発行又は処分する場合。

④ 合併、株式交換、株式移転、会社分割等の組織再編行為に基づき、又は事業提携の目的で、当社の発

行済株式総数の５％を上限として普通株式を発行又は処分する場合。

　 10.当社の株券の売買について割当先との間の取決めの内容

割当先は、本新株予約権の権利行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内で行う売付け

等以外の本件に関わる空売りを目的として、当社普通株式の借株は行いません。

　 11.当社の株券の貸借に関する事項について割当先と当社の特別利害関係者等との間で締結される取決めの内

容

　　　該当事項はありません。

　 12.その他投資者の保護を図るため必要な事項

　 　 割当先は、本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社の取締役会の事前の承認を要するものとす

る。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月21日～
平成28年９月20日

― 7,051,600 ― 1,076,821 ― 880,475
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年６月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成28年９月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 （自己保有株式）

　
普通株式 　  400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,049,100 70,491 ―

単元未満株式 普通株式　　 2,100 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 7,051,600 ― ―

総株主の議決権 ― 70,491 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,400株（議決権44個）含まれておりま

す。

 

② 【自己株式等】

  平成28年９月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ゲンキー株式会社
福井県坂井市丸岡町下久米
田38字33番

400 ― 400 0.0

計 ― 400 ― 400 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年６月21日から平成

28年９月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年６月21日から平成28年９月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年６月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年９月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,605,661 2,035,432

  売掛金 623,409 658,800

  商品 10,341,622 10,865,750

  貯蔵品 20,256 15,250

  その他 1,271,801 986,440

  流動資産合計 13,862,751 14,561,673

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 19,909,011 21,199,959

   その他（純額） 6,272,670 5,912,978

   有形固定資産合計 26,181,681 27,112,938

  無形固定資産 249,462 248,869

  投資その他の資産   

   その他 4,403,103 4,487,060

   貸倒引当金 △15,000 △15,000

   投資その他の資産合計 4,388,103 4,472,060

  固定資産合計 30,819,246 31,833,868

 資産合計 44,681,997 46,395,542

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 10,174,231 10,659,367

  短期借入金 700,000 800,000

  1年内返済予定の長期借入金 5,312,472 5,705,418

  未払法人税等 731,602 317,933

  賞与引当金 46,650 179,919

  ポイント引当金 245,028 255,335

  その他 2,735,430 2,104,929

  流動負債合計 19,945,416 20,022,904

 固定負債   

  長期借入金 10,457,022 11,378,831

  資産除去債務 927,446 991,850

  その他 768,560 757,996

  固定負債合計 12,153,029 13,128,679

 負債合計 32,098,446 33,151,583
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年６月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年９月20日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,076,821 1,076,821

  資本剰余金 880,475 880,475

  利益剰余金 10,613,960 11,267,400

  自己株式 △763 △763

  株主資本合計 12,570,494 13,223,934

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,604 5,683

  為替換算調整勘定 7,452 △87

  その他の包括利益累計額合計 13,057 5,595

 新株予約権 ― 14,429

 純資産合計 12,583,551 13,243,959

負債純資産合計 44,681,997 46,395,542
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年６月21日
　至 平成27年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月21日
　至 平成28年９月20日)

売上高 18,031,552 20,706,141

売上原価 14,184,770 15,892,066

売上総利益 3,846,782 4,814,075

販売費及び一般管理費 3,231,306 3,752,883

営業利益 615,475 1,061,191

営業外収益   

 受取利息 4,207 3,949

 受取賃貸料 66,499 65,097

 受取手数料 29,608 33,241

 その他 27,268 30,175

 営業外収益合計 127,583 132,464

営業外費用   

 支払利息 15,932 15,614

 賃貸費用 51,078 53,755

 その他 5,143 6,448

 営業外費用合計 72,154 75,818

経常利益 670,905 1,117,837

特別損失   

 減損損失 4,682 ―

 特別損失合計 4,682 ―

税金等調整前四半期純利益 666,222 1,117,837

法人税、住民税及び事業税 249,411 285,139

法人税等調整額 △20,766 73,491

法人税等合計 228,645 358,630

四半期純利益 437,577 759,206

親会社株主に帰属する四半期純利益 437,577 759,206
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年６月21日
　至 平成27年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月21日
　至 平成28年９月20日)

四半期純利益 437,577 759,206

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,877 79

 為替換算調整勘定 1,176 △7,540

 その他の包括利益合計 △701 △7,461

四半期包括利益 436,876 751,745

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 436,876 751,745

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

 (追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年3月28日）を当第１四

半期連結会計期間から適用しております。　　

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 
 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年６月21日
至　平成27年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年６月21日
至　平成28年９月20日)

減価償却費 471,633千円 591,946千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年６月21日 至 平成27年９月20日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月10日
定時株主総会

普通株式 105,558 30.00 平成27年６月20日 平成27年９月11日 利益剰余金
 

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年６月21日 至 平成28年９月20日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月９日
定時株主総会

普通株式 105,766 15.00 平成28年６月20日 平成28年９月12日 利益剰余金
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、医薬品、化粧品、雑貨、食品等の小売業という単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年６月21日
至 平成27年９月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年６月21日
至 平成28年９月20日)

(1) １株当たり四半期純利益金額  62円18銭 107円67銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 437,577 759,206

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

437,577 759,206

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,037,200 7,051,107

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 62円07銭 ―

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 12,947 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)当第１四半期連結累計期間における「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年10月27日
 

ゲンキー株式会社

取締役会　御中
 

 

 有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　陸　　田　　雅　　彦　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　村　　　　　剛　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゲンキー株式会

社の平成28年６月21日から平成29年６月20日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年６月21日から平成

28年９月20日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年６月21日から平成28年９月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ゲンキー株式会社及び連結子会社の平成28年９月20日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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